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研究成果の概要（和文）：「消滅」が危惧される過疎地域の自治体（徳島県那賀町）と、人口・経済的中枢機能
の「一極集中」が進行する東京圏の自治体（埼玉県戸田市、千葉県印西市）において、首長・議員・行政職員・
住民に対するヒアリングを中心とした実地調査および住民アンケート調査を行い、各地域における《「自治」の
実態》、すなわち、地域政治の構造、行財政の状況、教育・医療・福祉政策の現状と課題、地域住民による組
織・団体の活動および自治体との関係などを総合的かつ実証的に明らかにした。

研究成果の概要（英文）：We conducted field surveys, mainly based on interviews with heads of local 
governments, local council members, administrative officials, and residents, in depopulated areas 
(Naka Town, Tokushima Prefecture) where "extinction" is feared, and in the Tokyo area (Toda City, 
Saitama Prefecture and Inzai City, Chiba Prefecture) where "unipolar concentration" of population 
and economic core functions are progressing. We also conducted a questionnaire survey of residents 
in Naka Town. Through these surveys, we empirically clarified the actual state of "autonomy" in each
 region, i.e., the structure of local politics, administrative and fiscal conditions of the 
governments, the current status and issues of education, medical care, and welfare policies, the 
activities of resident organizations and groups, and their relationships with local governments.

研究分野： 行政学・地方自治論

キーワード： 地方自治　地域社会　地域政治　地方行政　地方財政

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究では、特定の自治体を取り上げ、その行財政や政治のみならず、広く地域社会全体のありようについて詳
細に調査・分析した。これによって得られた事実群は、地域社会の課題やその解決策を考える手がかりとなる。
とりわけ人口減少が続く過疎地域における調査から得られた知見は、少子高齢化にともなう人口減少が今後ます
ます進むであろう日本の地域社会について考察するにあたり極めて重要な意味を有するものと思われる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
「消滅可能性都市」の公表で話題を呼んだ日本創成会議の「ストップ少子化・地方元気戦略」

や、内閣が設置したまち・ひと・しごと創生本部の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」は、
高度成長期以降の日本社会に一貫して表流あるいは伏流してきた「過疎」と「過密」という問
題系を、「消滅」と「一極集中」という名に置き換えた上で、この 2010 年代にふたたび公共政
策の課題として浮上させた。しかしそれらは、あくまで全体社会に対する、マクロの数値によ
る推計をもとに議論を展開するものであり、「消滅」や「一極集中」が問題視される地域におけ
る「自治」―政治・行政、そこにおける住民の活動―の仔細な実態を十分に踏まえているのか、
いささか疑問なしとしない。 
 本研究の研究代表者・研究分担者が所属する公益財団法人後藤・安田記念東京都市研究所は
以前より、「平成の大合併」に起因する自治体の行財政状況や住民サービス、また地域政治構造
の変化について総合的な調査研究を行い、その成果を後藤・安田記念東京都市研究所研究室『平
成の市町村合併―その影響に関する総合的研究』（2013 年）にまとめるなど、地域における「自
治」の動態を総合的に把握する研究を行ってきた。 
 
２．研究の目的 
本研究は、１で述べたような文脈をふまえ、「消滅」が危惧される過疎地域と、人口・経済的

中枢機能の「一極集中」が進行する東京圏を対象として、それらの地域における「自治」の実
態、すなわち、地域政治の構造、行財政の状況、各種政策分野の現状と課題、地域住民による
組織・団体の活動および自治体との関係などを、総合的かつ実証的に明らかにしようとするも
のである。 

 
３．研究の方法 
本研究では、①「団体自治」の理念に照らして、過疎地域・東京圏双方の自治体の行財政運

営や政策立案・実施の実態を、日常的な事務執行のレベルにまで可能な限り下りながら明らか
にし、その自主性・自律性について評価するとともに、②「住民自治」の理念に照らして、過
疎地域・東京圏双方の自治体における首長・議員の選挙の分析および議員の構成、議会審議の
状況、議員間関係、議員-首長／議員-行政の関係などの分析による議会の政治的影響力の評価
や、行政への住民参加のしくみと実態の調査を行い、自治体の運営に住民の意思がどのように・
どれだけ反映されているのかを明らかにした。また、③地縁組織や商工会・農業協同組合・青
年会議所、あるいは地域活動を行うボランタリー・アソシエーション、NPO などの地域諸団体
に注目し、それらの人的構成・財政基盤・活動内容や、団体間のネットワーク・関係性などに
ついて明らかにするとともに、それら組織・集団が自治体の政治・行政に及ぼしている影響と
その源泉について分析した。 
研究にあたっては、特定の自治体を取り上げ、その行政や政治のみならず、広く地域社会全

体のありようについて詳細に調査するという方針を採った。《「自治」の実態》を解明するには、
個別事例への沈潜による細かい事実群の発見と、その積み重ねが重要であると考えたためであ
る。 
調査対象自治体の選定経緯は以下の通りである。まず、《「消滅」が危惧される自治体》につ

いては、過疎地域自立促進特別措置法（過疎法）が定める要件（一定期間における一定以上の
人口減少率・高齢化率および一定期間における一定以下の財政力指数）を満たす過疎地域市町
村（全国に 616）のうち、平成の市町村合併の文脈において「小規模」と見なされた人口 1 万
人以下の自治体を選出した（該当自治体は 319）。まずここから、地理的に特殊な条件を有する
全部離島の 41自治体を除き、278 自治体に絞り込んだ。この中から、①一定以上の人口を有す
ること（調査対象として一定の複雑性・流動性が必要であるとの観点から。本研究では 3000
人以上とした）、②一定以上の人口減少がみられること（本研究では、直近２回の国勢調査にお
ける人口の減少率が 10％を超えていることとした）を基本要件とし、さらにそのうちで、政治・
行政・社会に大きな変動をもたらす要因になるのではないかと想定して、③交通網に著しい改
善が見られる地域（新幹線・高速道路・高規格道路などの建設）、④主要産業に大きな衰退が見
られる地域（たとえば産炭地域など）、⑤昭和／平成の合併を経験しており、なおかつ合併構成
自治体数が多い自治体を探索した。その結果、①・②に該当し、④（林業の衰退）、そしてとり
わけ⑤の条件（昭和の合併前 10 町村、平成の合併前 5町村）を満たしている徳島県那賀町を選
定した。 
次に、《「一極集中」が続く自治体》については、東京都を含んで依然人口の増加が続いてお

り、一体的な経済圏・生活圏を形成していると考えられる「東京圏」の自治体を対象とするこ
ととした。行財政の権限が特殊な政令市および特別区を除外した上で、直近２回の国勢調査に
おける人口の増加率が高い自治体を 20 選び出し、その中でまずは増加率第 1位の埼玉県戸田市
を選定した。さらに、当該 20 自治体のうちで、平成の合併を経験している３市（つくばみらい
市、印西市、ふじみ野市）から、①相対的に人口規模が大きく（ふじみ野は約 11 万人、印西は
約 10万人、つくばみらいは約 5万人）、②合併構成自治体数が多く（つくばみらいとふじみ野
は２、印西は３）、また、③近年の選挙結果において非自民系が無視できない勢力を持っており、
地域政治に一定のダイナミズムが存在すると想定された千葉県印西市を選定した。 
各対象自治体における調査は、首長、議員、行政職員、住民を対象としたヒアリングを中心



に実施した。ヒアリングにおいては、ヒアリング対象者に対して別の候補者を紹介していただ
く、いわゆる「スノーボールサンプリング（雪だるま式標本法）」の手法を可能な限り採用した。
これにより、《「消滅」が危惧される自治体》である徳島県那賀町においては、延べ 62 名にヒア
リングを行った。また、《「一極集中」が続く自治体》のうち埼玉県戸田市においては延べ 72
名、千葉県印西市においては延べ 63名にヒアリングを行った。 
さらに、ヒアリング調査による個別の聞き取りではどうしても限界のある、広い範囲の住民

の生活実態や意識の把握のため、質問票を配布してのアンケート調査も実施した。具体的には、
調査対象の３自治体のうち、これまで類似のアンケート調査が実施されていなかった那賀町を
対象にすることとし、同町の人口規模が比較的小さいことから、町広報の配布ルートを通じて
全戸に質問票を配布した。得られた回答は約 750 通にのぼった。 
 

４．研究成果 
（１） ３で述べた方法によって調査対象に選定した徳島県那賀町、埼玉県戸田市、千葉県印
西市の面積・人口・産業などに関するデータを以下に掲げた。なお、３自治体のうち、那賀町
と印西市は、いわゆる「平成の大合併」期に合併を経験している。那賀町は鷲敷町・相生町・
上那賀町・木沢村・木頭村の 3 町 2 村による合併（2005 年）、印西市は印西市・印旛村・本埜
村の１市 2村による合併である（2010 年）。 

 
（２） 行政組織および政治については、以下の知見が得られた。合併時、那賀町と印西市は、
旧町村単位に支所を設置した。その後、支所の職員数および管理職ポストの削減が図られたが、
人員は下げ止まり傾向にある。那賀町が支所に地元町村役場出身者を多く配属しているのに対
し、印西市ではそのような傾向は弱い。総務・企画・財政部局の幹部人事を追うと、戸田市で
はキャリアパスが比較的パターン化されているが、合併から日が浅い那賀町・印西市では明確
なパターンが表れていない。選挙の結果をみると、地域別の人口と議員数とは必ずしも比例関
係にあるわけではない。また、那賀町では人口の最も少ない旧木沢村出身者が、印西市では人
口の相対的に少ない非ニュータウン地区出身者がそれぞれ首長に当選しており、地縁による集
票と地域の枠を超えた集票とが混在した状況にある。 
 
（３） 財政については、那賀町・戸田市・印西市の財政状況の変遷や将来推計・中期計画の
策定方式の比較分析を行った。昨今は、財政状況と人口動態の関係に議論が終始する傾向があ
るが、今回の分析によって、自治体の政策立案・計画能力、地理的条件、人口構成、合併経験、
税外収入の依存度、地方政治のあり方によって、自治体間の将来的な財政運営の見通しに多様
性がみられることが明らかになった。具体的には人口の増減が激しい地域では将来の税収を正
確に予測することが難しかったり、依存財源が多くを占める自治体ではそもそも将来計画を厳
密に立てるインセンティブが持てなかったり、逆に厳密な将来計画を立ててしまうと現行の予
算運営に縛りをかけてしまい、かえって柔軟な財政運営が阻害されたりなどしていた。将来を
見据えた財政運営のためには、人口増や税収増をいかに達成するかではなく、地域住民による
財政の自治という視点が求められる。 
 
（４） 教育については、３自治体の小・中学校に関して、児童生徒数の偏在や学校統廃合の
取り組みなどの現状や課題を比較した。調査の結果、《「消滅」が危惧される自治体》である那
賀町のみならず《「一極集中」が続く自治体》である印西市においても年少人口の減少が見込ま
れていること、児童生徒数の地域的な偏在のためにいわゆる学校選択制の採用が見送られうる
こと、地域住民の意見を反映させる那賀町の学校統廃合の実践が他自治体にとって参考になり
うることが明らかとなった。 
 
（５） 医療については、以下の知見が得られた。戸田市・印西市は、人口あたり施設数およ
び病床数が自治体単位・二次医療圏単位いずれでみても全国平均を下回っており、しかも、今
後、医療需要の急増が見込まれている。那賀町は、人口あたり病床数および医師数が自治体単
位では全国平均を大幅に下回る一方で、二次医療圏単位では全国平均を上回っており、町外の
医療施設への依存が大きい。印西市は市立病院を持たず、戸田市は市立診療所を 1つ持つのみ
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であるのに対し、那賀町内の医療の大部分は町立病院・診療所が担っている。公立病院の経営
は容易ではなく、戸田市・那賀町とも一般会計から多額の繰り入れを行っており、那賀町では
医師・看護師等の確保が重要な課題となっている。 
 
（６） 高齢者福祉・介護については、次のような知見が得られた。戸田市・印西市は、現在
平均年齢 40 歳代と若い世代が多いが、今後 30 年間で後期高齢者が 2.3～2.4 倍に急増すること
が予想されている。現在、民間介護事業者が多く立地しており、介護従事者の確保等の対策は
必要ないが、今後、介護需要が高まった時に備えて対策を進める必要がある。一方、那賀町に
おいてはすでに高齢者人口がピークに達しており、今後は後期高齢者・前期高齢者ともに減少
する。現在は各地区に通所介護事業所があり、特養も町内に 3施設あるが、訪問看護など町内
事業所では提供できないサービスがある。今後は、高齢者人口が減り介護需要が減っても事業
所が撤退しないように、行政から事業所への支援が必要となってくる。また、いずれの自治体
でも、住民からのボトムアップの形で、高齢者の介護予防を目的とした体操が広まってきてい
る。 
 
（７） 自治組織・住民活動については、組織・活動内容にわたる多様な姿が浮き彫りになっ
た。戸田市では新しい住民の町会未加入が多いこと、印西市ではニュータウンの初期入居者が
高齢化などを理由に自治会を抜けたことにより、町内会等の加入率が低下している。那賀町で
は集落の寄り合いの開催頻度が高齢化等を理由に少なくなっていた。いずれの自治体でも、子
どもが参加できるお祭りや、高齢者の支え合い、防災などをよりどころに、町内会等の活動を
活発にしようという地道な取り組みが見られた。 
 
（８） アンケート分析では、那賀町における回答世帯の地理情報、経済・社会的属性、社会
関係資本、行政サービスに対する評価をクロス集計分析し、那賀町行政の実態と課題を具体的
に明らかにしながら、《「消滅」が危惧される自治体》の住民生活の課題や将来的な持続可能性
への課題を考察した。ヒアリング調査は住民・行政間のネットワークを通じて対象者を選定し
て実施したのに対し、アンケート分析ではそのネットワークの外にある住民の「声」も収集し、
量的・質的分析を行うことができた。 
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